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「分極化」する地域の成長基盤と経路
―ワシントン州シアトルとミシガン州デトロイトの比較研究― １ ）

山　縣　宏　之†

論　　文

Ⅰ　地域的分極化とアメリカ

（ １）アメリカにおける政治的分極化・地域的分極化・学際研究状況

現代アメリカで最も深刻な問題の一つである政治的分極化は，バイデン政権誕生後も継続し

ている。2021年アメリカ救済法，アメリカ雇用計画を巡る議会での民主党対共和党の非妥協的

な対立などである。激しい党派対立は全く収まっておらず，南北戦争以来最も激しくなってい

るとする研究もある（Kaplan, Spenkuch and Sullivan 2020）。1）

このような政治的分極化の地理的現れとして，地域的な分極化が見られるとする研究もある。

†立教大学経済学部教授　
1 ）本稿は，第81回日本国際経済学会全国大会（オンライン開催，東京大学）で報告した論文を，学

会でのコメントをもとにリバイスしたものである。2021年度立教 SFR（個人研究）の研究成果である。
記して感謝申し上げる。

要　旨
本稿は，アメリカにおける深刻な政治的分極化の経済的背景に関わる研究である。具体的には

1990年以降，アメリカで異なる成長経路を辿った情報産業と知識集約型ビジネスサービス主導の
リベラル地域（ワシントン州シアトル統合都市圏）と Trumpism にやや転じ，知識集約型ビジ
ネスサービス主導になりきらず自動車産業などの「20世紀型製造業」主導の性格が残るラストベ
ルト地域（ミシガン州デトロイト統合都市圏），両地域のそれぞれの経済的基盤と成長の方向性，
社会経済的変化はいかに異なるかを比較した。

第一に，政治的分極化，国際経済学，労働経済学，経済地理学，アメリカ経済論などの内外の
研究のレビューである。既往論点と実証研究の到達点を確認する。第二に，両地域の成長主導産
業の特性に注目しつつ，産業構造高度化，就業構造分極化の進展を比較分析する。第三に，所得
構成，人種構成，移民第一世代（国際化）比率など地域の社会経済状態とその変化方向を比較し
た。
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州や地域ごとに共和党支持，民主党支持という政治的分極化が固定化しており，それが年々深

刻化しているとする見解である。上記の事態を地域的分極化と表現するならば，その背景の一

つとして，地域ごとの経済社会状態が全く異なることへの着目が必要という指摘がなされてき

た（Irwin and Katz 2016）。Martin and Webster（2018）らは，地域的分極化は，Bishop（2008）

の提唱した「Big Sort 政治的な居住選好・住み分け」だけでは説明できず，経済的（仕事で移

動・居住）要因があることを指摘している。より掘り下げた論点の一つが情報経済に関わる産

業や地域なのか，20世紀型製造業など衰退産業地域かというものである（Frey 2015）。しかし

その具体的内実については，十分明らかにされたとは言いがたい。

政治的分極化とも密接に関連するトランプ現象の研究では，トランプ現象は，直接は白人ナ

ショナリズムだが，根底にグローバル化，脱工業化の影響（Inglehart and Norris 2017），マ

ジョリティであった白人中産階級・労働者の危機意識が根底にあることが指摘されている

（Gidron and Hall 2017）。いずれも経済状況は，直接要因ではなく，背景にある中期的影響と

して考えるべきという知見である。そのため，本稿も経済的要因が政治的分極化，地域的分極

化の直接要因というよりは，中期的背景にあたるものとして注目することとしたい。

（ ２）経済学・地理学の先行研究・残された課題

続いて地理学および地域経済論（富樫 2003），日本のアメリカ経済研究（松岡・重森・遠州 

1992，横田 1997）について検討しておこう。これらはアメリカ内部の地域経済不均等発展と

その中における南部地域などの後進地域の存在，ラストベルトや大都市製造業の産業空洞化と

苦境に着目してきた。アメリカ経済史は，ニューディール体制研究の一環としての太平洋岸等

の地域開発を研究してきた（楠井 2005）。

1990年代には起業論やベンチャー企業研究とも重なりつつ，新興テクノロジー産業地域の研

究が活発になり，その具体的メカニズム，製造業衰退地域比較した場合の優位性と高コスト，

住民の居住困難化などの矛盾も指摘された（西澤 2012，Moretti 2013，山縣 2010，2018a，

2018b）。

2016年米大統領選挙後は，米ラストベルトなどの産業衰退地域の研究が再活性化した

（Goldstein 2017 and Hackworth 2019）。技術高度化と対中貿易の影響の研究（Autor et. al. 

2013, Autor et. al. 2020）は，地域ごとに技術高度化の影響が異なること，対中貿易のマイナ

ス影響が大きな地域の自由貿易反対傾向を強めることを示し，両岸地域やテクノロジー産業地

域は概ねプラスであるが，南部，南東部，ラストベルトはマイナスであることを示した。しか

し，地域ごとの特定要因の影響の相違は考察されるが，地域ごとの全体的な方向性の相違は十

分研究されていない。

各地域における不平等要因の研究を行ったのは Florida and Mellander（2016）である。

Murray（2012）は白人の階層別研究と富裕層と他の社会階層の断絶を指摘した。これらの研
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究は，賃金不平等は所得不平等と資産不平等などの各地域内の不平等のごく一部のみを説明す

るに過ぎないこと，労組やリベラル系社会組織有無など，社会制度的要因も大きく寄与してい

ることを指摘した。しかしこれらの研究においても，地域間の方向性の相違は考察されていな

い。

このように，経済学・地理学の先行研究は，現在問題になっている政治的分極化の地域的表

現である地域的分極化を意識した研究が不足しているといえる。大きく言えば，ポスト工業社

会（Drucker 1969, Bluestone and Harrison 1984）における地域ごとの運命の相違の研究が不

足しているということである。

（ ３）課題設定・対象・使用データ・構成

そこで本報告では，ポスト工業社会における産業と雇用の変化を検討するため，地域の産業

構造高度化2 ） と就業構造分極化3 ） の進展度と特徴を検討していこう。その際に，変化をもた

らすキー要因と考えられる，地域の成長主導産業の性格と成長度あるいは縮小度に注目す

る4 ）。これらの影響を受けるものとして，地域の社会経済的変化を解釈していく5 ）。地域の

経済の発展方向が，どのように異なっているのか，そしてその帰結としての地域の人口社会指

標の変化方向と相違を研究するというわけである。具体的には，地域の経済状態と方向性を示

2 ）本稿は山縣（2020）で示した下記の定義に従っている。産業構造の高度化とは，経済社会の発展，
生産性上昇に伴い，生産額，付加価値額および就業者構成のウェイトが一次産業から二次産業，二次
産業から三次産業の順に拡大することを指す。産業構造高度化に関わる諸研究・命題のうち，いわゆ
るペティ＝クラークの経験則を指している（大阪市立大学経済研究所編 （2000），538ページ，辻・竹
内・柳原編（2018），184ページ）。特に本稿では，従業者構成の変化に注目している。

3 ）本稿でいう雇用分極化とは，Autor D. や Acemoglu らアメリカの労働経済学者の定義する，年々
高技能・高賃金，低技能低賃金の職業職種が，より低技能・低賃金の職業職種が増加する形で増加し，
製造業などの中程度技能・中程度賃金職業が減少するという分極化が起きることを指す（Acemoglu 
and Autor 2011）。

4 ）筆者の定義する地域の成長主導産業とは，社会学や経済学の産業・企業都市研究のいうところの
基幹産業とほぼ同一であり，地域の経済の成長をもたらす最も主要な産業の，人的資本の需要のあり
方や財・サービス購入，従業者の消費波及効果により，その産業特有の地域の経済や人口社会的特性
を生み出すとするとらえ方である（丹部・岡村・山口編著 2014，山縣 2010）。本稿はそのとらえ方
を踏まえつつさらにアレンジして，Ⅱの地域ごとの産業構造高度化・就業構造分極化の進展が，Ⅲの
地域の社会経済状態の相違をもたらすという把握を行っている。類似の分析視角は，Markusen et. 
al.（1991）でも採用されており，地域間比較の研究成果を得ている。

5 ）本稿は，研究の出発点として，地域の成長主導産業の性質が地域の社会経済に変化をもたらすと
単純化して把握している。加えて産業の方向性に影響を与える要素として，グローバル化と技術高度
化の影響に着目している（Autor et. al. 2013）。保守的な地域には多様な人種と海外出身者を多く雇
用する情報業が集積しにくい，芸術家の存在など地域の創造的な雰囲気がクリエイティブ産業の集積
と成長をもたらすとする研究（Florida 2002）など，地域の性格が産業の集積や成長に影響を及ぼす
面がある。このような複雑な相互関係については，別稿にて研究したい。
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す家計所得構成の推移と相違を検討したうえで，後述する政治的分極化と密接に関連する要素

である学歴，人種構成・移民比率はどのように変化し，どのように相違しているのかを，追跡

する。

研究対象の二地域について，基本情報を確認しておこう。本稿では，人口規模がほぼ同じの

第 １ 図 A シアトル統合都市圏（人口13位，2020年時点の数値・範囲，以下シアトル）と同 B

デトロイト統合都市圏（人口12位，2020年の数値・範囲，以下デトロイト）を比較分析する。

シアトル（ワシントン州）は，民主党支持でリベラル化が進んでいるとされる地域であり，デ

トロイト（ミシガン州）は，伝統的に民主党支持であったが，2016年大統領選挙ではトランプ

支持に転じるなど，近年ややスイング化していると考えられる地域である（山縣 2020）。両統

合都市圏を比較するのは，シアトルは太平洋岸の IT 産業地域であり，デトロイトは中西部の

自動車産業地域であるために，産業都市同士の比較になるからである。これ以上の人口規模に

なるとグローバル・シティあるいは地域中枢都市の性格が強くなり，地方の産業都市とは性格

が相違してくる。

なお地域的分極化を精密に研究するためには，厳密には大都市圏と郡部の比較が必要である

が，筆者はすでに行っている（山縣 2019b）。引き続いて今回は，地域間の大きな方向性の相

違を分析するということである。本稿の分析単位は統合都市圏なので，特定都市圏のバイアス

は弱まり，大都市圏と郡部を含めた広域地域の分析が可能である。つまりワシントン州とミシ

（出所）Google Maps をもとに筆者作成。

第 1図　シアトル統合都市圏・デトロイト統合都市圏の位置

A

B
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ガン州の中心的産業都市と周囲の郡部を含めた，両州地域間の大きな方向性の相違が検討可能

である。

なお本研究の依拠する資料・データは，二地域の比較を行うなど研究領域が広範囲に及ぶこ

と，COVID‐19流行に伴い2020年以降の現地調査が困難であったことから，政府統計の分析を

ベースとしつつ，既往研究の知見，過去の筆者の研究で得た知見，2019年までに実施した聞き

取り調査，州政府や州公社のレポート等を組み合わせて使用する。また両地域の地域経済社会

の立ち入った詳細な研究ではなく，両地域の経済社会の向かう方向性と相違を比較対照するこ

とに主眼を置いている。

第 １表は共和党，民主党の支持基盤を大まかに比較したものである。本稿Ⅲでは，地域の経

済状態の方向性の指標として，家計所得構成とその推移を，地域の人口社会状態の指標として，

学歴，人種，国際化（外国生まれ人口比率）に注目していく。政治的分極化のすべてを精査す

ることはできないが，宗教を除いた第 １表記載の指標を大まかに検討していくということであ

る。本稿は，地域的分極化の背景にある，経済的力学とそれによる社会経済的影響を考察しよ

うとする論考と位置づけている6 ）。

本論文の構成は以下の通りとする。Ⅱでは両地域の産業構造高度化と就業構造分極化の進展

度と特徴を比較する。ⅢではⅡの影響をうけた両地域の家計所得構成，高学歴化，人種多様

性・国際化という社会経済状態の変化と相違を比較する。これらの要素はⅠで整理した政治的

分極化と深く関わる要素であるからである。Ⅳでは結論として，本論文の考察をまとめる。

6 ）政治的分極化については，学会討論者の藤木剛康氏（和歌山大学）から， George Packer（2021）
をふまえ，民主党，共和党ともにエリート層（共和党はリバタリアン，民主党はコスモポリタン）と
ポピュリズム層（共和党はキリスト教ナショナリスト，民主党はアイデンティティ政治支持者）にさ
らに分裂しているという指摘があった。本稿は主として最も主要な共和，民主の政治的分断を念頭に
おいているが，今後，このような指摘を踏まえさらに研究を深めたい。

第 1表　共和党・民主党支持基盤の簡易比較

共和党 民主党

主　義 保　守 リベラル

人　種 白　人 マイノリティ

宗　教 キリスト教他 多　様

階　層 富裕層 ⇒ 低学歴・貧困層も 貧困層，中間層から高学歴へ

地　域 南部　中西部　郡部 両岸　大都市

（出所）McCarty, Poole and Rosenthal（2016）をもとに筆者作成。
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Ⅱ　両地域の産業構造高度化・就業構造分極化の比較

（ １）両地域の産業構造高度化の比較

それでは両地域の産業構造高度化の進展を比較していこう。両地域の総従業者数の推移を概

観すると，第 ２図，第 ３図にあるとおり，1990年以降も増加しているか，減少に転じているか

で運命が分かれている。シアトルは1990年以降も基本的に成長軌道にあるが，デトロイトは第

二次産業（製造業）の従業者が激減したため総従業者が大幅に落ち込んでいるということであ

る。このため本稿では，主として変化方向が大きく相違する1990年以降の状況にフォーカスし

ていこう。

（ａ）上層優位のシアトルの産業構造高度化

第 ２表で整理したシアトルのデータを検討していこう。1990年時点の状況であるが，従業者

に注目すると，高技能・高賃金産業である知識集約型ビジネスサービスが14.1％ 7 ），低賃金サ

ービスが20.9％，中程度技能・中程度賃金産業が65.0％と圧倒的に比率が高い8 ）。中程度技能・

中程度賃金産業の中核は航空宇宙産業，木材製造業，金属製造業からなる製造業であり（G. 

H. カキウチ先生退官記念論文集編集委員会 1990, Markusen et. al. 1991），総従業者の21.8％を

占めている。このように1990年時点のシアトルは中程度技能・中程度賃金産業，製造業が中核

にある地域であったといってよい。

それでは，1990年以降の変化を検討していこう。まず総従業者であるが，1990年から2019年

の約30年間で，指数で157.5に増加している。2019年には以前は遙かに劣っていたデトロイト

をついに凌駕したのである。続いて産業構造高度化がどの程度どのように進行したのかを第 ２

表により検討していこう。知識集約型ビジネスサービス（高技能高賃金サービス）は，指数で

278.7と顕著に成長しており，2019年には全体の25.0％へウェイトを増加させた。

7 ）知識集約型ビジネスサービス（KIBS）はビジネスサービスの一部で，法律，会計，経営コンサル
ティング，研究開発サービス，広告，メディア，IT サービス，金融等が含まれる。他事業所に高度
なサービスを投入し，要求技能と賃金は高い。先進国で産業構造上の重要性が注目されている（Miles 
2012）。本研究では持ち株会社も含めているため，Acemoglu and Autor（2011）の定義する高技能・
高賃金産業をほぼ網羅している（Yamagata 2017）。すべて第三次産業に含まれるため，高技能・高
賃金産業のウェイト増加は，産業構造高度化と解釈できる。知識集約型ビジネスサービスは大卒労働
力の比率が高く，技術高度化（イノベーション）で成長し，従業者を増やしている。

8 ）本稿でいう低技能・低賃金産業は，小売業，宿泊・飲食業であり，基本的には Acemoglu and 
Autor（2011）の定義に従っている。教育は，平均賃金は低いが低技能とは言えないため，本稿では
含めていない。低技能・低賃金産業は，すべて第三次産業に入るため，ウェイトの増加は産業構造高
度化の進展と解釈できる。中程度技能・中程度賃金産業は，高技能・高賃金産業，低技能・低賃金産
業を除いた産業であり，製造業がその中核である。
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シアトルの知識集約型ビジネスサービスの中核にあるのが，情報業，特にソフト系 IT 産業

である。情報業はソフトウェア開発，情報サービスとメディアからなるが，シアトルはソフト

ウェア開発，情報サービスの一大集積地になっている。それは巨大グローバル企業マイクロソ

　　　（出所）US Bureau of the Census（1972）（1982）（1992a）（2002a）（2012）（2020b）をもとに筆者作成。

第 3図　デトロイトの産業別就業者数の推移
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フトと Amazon の本社研究開発拠点があるからである（Yamagata 2016）9 ）。情報業の従業者

ウェイトは，1990年には2.4％にすぎなかったが，2019年7.3％に拡大しており，指数で486.1と

突出した成長をしている。なお Amazon は小売業に分類されるので，情報業の実質規模はさ

らに巨大である。AI や仮想現実に関わる新世代の多様な情報サービス業が，マイクロソフト

のアジュール関連技術，Amazon のクラウド事業関連技術から多数スピンオフしているほか，

ゲーム産業がマイクロソフトのゲーム部門から派生して集積している。さらに製造業と知識集

約型ビジネスサービス業にまたがるバイオテクノロジー産業など情報活用型産業が情報技術を

ベースに創出されているなど，情報業は，シアトルにおけるベンチャーキャピタル，エンジェ

ルの増加と高度化，創業支援の法律会計サービス，コンサルティング，創業支援オフィスの増

加と相まって，様々な産業をうみだす源となっている（山縣 2013，Yamagata 2016，聞き取

り調査）。シアトルでは情報業とは直接関係のない知識集約型ビジネスサービスも成長してい

る。研究開発サービスや国際投資・貿易関係の法律，会計，コンサルティングなどである。シ

アトルが太平洋岸の貿易都市という性格も有しており，知識集約型ビジネスサービスが米国太

平洋岸北西地域および環太平洋地域から収入を得ているからであろう（Puget Sound 

Economic Development District 1986，山縣 2010）。

シアトルの知識集約型ビジネスサービス業は，高賃金であるために，主として小売業，対人

サービス業など，個人消費関連の低技能・低賃金産業，住宅建設などの一部の中程度技能・賃

金産業の成長にかなり寄与している。たとえば情報業の一人あたり年間賃金は192,933.7ドルと

突出して高く，従業者の個人消費による雇用創出効果が大きい。推計年によりやや幅があるが，

考察期間における地域産業連関モデルによる推計では，情報業の雇用乗数は少なく推計して ４

程度，おそらくは ５ 程度とされる（BEA annually および Moretti 2013）。直接雇用の ３ ～ ４ 倍

程度の間接雇用があると推計されているわけであり，そのうち一部は，企業の高度なサービス

購入（法律サービスやコンサルティングなど）として知識集約型ビジネスサービスに存在して

いるが，約57.2～77.2万人程度の間接雇用の大半が，小売業，宿泊飲食などの対人サービス業

を主とする低賃金サービス業に存在していると推計されている。このため構成比をごくわずか

9 ）マイクロソフトがシアトル（レッドモンド）に立地したのは，はじめに拠点を置いたニューメキ
シコ州 の住民が保守的であり，夜中まで活動しているマイクロソフトを気味悪がり移転せざるを得
なかったこと，1980年代前半期にワシントン大学，ボーイング社（情報技術も一部活用）があり，も
ともと技術者や移民に解放的であったシアトルで情報技術者が比較的雇用しやすいと見込まれたこ
と，共同創業者の生まれ故郷であったためである。アマゾンは，マイクロソフト中心の情報産業生態
系が形成された1990年代半ばに，情報技術者が多数集積し，ベンチャーキャピタルとエンジェルが得
やすく，創業支援の法律会計サービス等が得られ，シリコンバレーよりも事業コストが低いことを比
較検討し，ベゾスが立地を決定した（山縣 2010）。マイクロソフトの初期立地選択は偶然的な面もあ
る。その後は最重要集積要因が技術者確保であるために，情報産業の集積と技術者の集積が相乗して，
シリコンバレーに匹敵する世界トップクラスの集積地となった（Yamagata 2016）。
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に落としているが，低技能・低賃金産業の従業者も，指数で151.4とそれなりに成長している

のである。

なお，技術高度化とグローバル化，特に対中貿易の影響であるが，シアトルの場合，プラス

であると考えられる。成長主導産業の情報産業はグローバル市場から収入を得ており，人的資

本もグローバルに雇用している。低賃金サービス業は移民の増加が支えている。結果として，

上層主導の産業構造高度化が進展し総従業者を大幅に増加させているのである。他方で製造業

は生産拠点の移動や輸入競合でマイナスと考えられる。製造業中，最も競争力の強い航空宇宙

産業（民間航空機）であっても，海外収入比率が大きいなどグローバル化によるメリットもあ

る一方，生産の国際分担もすすんでおり，従業者はやや縮小している。造船，金属製造業，木

材加工は大幅マイナスである（Markusen et. al. 1999，聞き取り調査）。建設業，輸送業を含め

ると，中程度技能・中程度賃金産業はやや増であるが，製造業にとってはマイナスであった。

結果として，シアトルは1990年代以降，順調に従業者を増やし，2010年以降も高成長しつい

にデトロイトを超えた。その過程において，2019年には高技能・高賃金サービス業である知識

集約型ビジネスサービスが全体の25.0％を占めるまでに成長，拡大した。情報業を地域の成長

主導産業とした知識集約型ビジネスサービスの成長とウェイト拡大という「上層優位」で産業

構造高度化が進んだのである。

（ｂ）中層縮小のデトロイトの産業構造高度化

では，他方デトロイトはどうなっているのであろうか。第 ３表にあるとおり，1990年時点の

デトロイトは，高技能・高賃金サービスである知識集約型ビジネスサービスが総従業者の12.1

％，低技能低賃金サービスは18.5％といずれもウェイトが小さく，中程度技能・中程度賃金産

業のウェイトが69.4％と大きなウェイトを占めている。特に製造業は総従業者の25.2％を占め

ており，この時期のデトロイトが，シアトルとほぼ同じ，中程度技能・中程度賃金産業中心の

就業構造であったことが確認できる。

それでは1990年以降はどのような展開を見せたのだろうか。1990年から2019年にかけての総

従業者数増加は指数で106.3と「やや増」にとどまり，2019年にはシアトルに抜かれている。

全体として雇用創出力の面で，停滞傾向の地域といえる。産業構造高度化はたしかに進展して

いるものの，その内容を慎重に読み解く必要がある。まず，デトロイトの知識集約型ビジネス

サービスは指数で187.2と低賃金サービスの指数120.7よりは伸びているが，2019年時点でも従

業者比率が21.3% と低賃金サービスの21.0% とほぼ同水準であり，基本的には米国中西部，そ

れもミシガン州近隣から収入をえるにとどまっている。比率もシアトル25.0% よりかなり劣後

している。

このようにサービス業の「上層」と「下層」がシアトルほどは伸びていない中で，デトロイ

トの産業構造高度化がそれなりに進展しているのは，その他中程度産業の従業者数が指数88.3
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と大幅減少しており，ウェイトを減らしたためである。その結果，相対的に知識集約型ビジネ

スサービスと低賃金サービス業のウェイトが増したわけである。

なおデトロイトで，中程度技能・賃金産業の減少をもたらしたのは，製造業の「激減」であ

る。19世紀から20世紀前半に成長したデトロイトの製造業であるが，20世紀型製造業，特に自

動車産業と自動車産業クラスターが縮小している。自動車産業クラスター（輸送用機械，輸送

用機械部品，金属加工，ゴム・プラスティック他）は，NAFTA 協定による関税率引き下げ

とメキシコへの生産移転，国際競争激化と普通乗用車からピックアップトラック等への事業シ

フトと省力化ロボットの導入された新生産ラインへの移行にともない，従業者が1990年から

2019年に50％弱も減少しているのである（Pure Michigan Workforce Development Agency 

2013，山縣 2020，2021）。

その他の要因を検討すると，テクノロジー産業の創業（製薬，ベンチャー製造業，IT 関係

の情報業）は小規模にとどまり，自動車産業の縮小などの影響で，製造業の実質賃金総額が

1990年から2019年に ４ 割弱減少するなど，地域内の個人消費は増えず，個人消費関連産業があ

まり成長できなかった（山縣 2021）。他方でヘルスケア関連産業のみはかなり成長した。医

療・社会サービスが成長著しく，2010年に産業中分類で製造業をわずかに抜き １ 位になってい

る（MSMS 2019および聞き取り調査）。製薬などテクノロジー産業は賃金水準が高く個人消費

拡大にインパクトがあるが，いまだ従業者規模はかなり限られており，医療・社会サービスは

内部に医療サポート職などの低賃金職業を含むため，あまり賃金水準は高くない。地域内の個

人消費関連産業をシアトルほど拡大させてはいないのである（BEA annually）。

なお，技術高度化とグローバル化の影響であるが，シアトルと相違し，デトロイトの場合は

基本的にマイナスであると考えられる。2012年増設の GM のフリント工場に見られるように，

自動車組立工場の新鋭工場が省力化，ロボット化を進めていること，NAFTA（USMCA）の

影響のためメキシコへの生産拠点の移動と工場閉鎖が相次いだこと，海外からデトロイトへの

工場進出はそれを埋め合わせできていないこと，さらにデトロイトの場合，高技能高賃金サー

ビス業（知識集約型ビジネスサービス）も基本的には自動車産業などの製造業を含めた中西部

の一部の需要を満たすものであり，グローバルに収入を得る傾向はシアトルほど強くないため

である（Leigh and Kraft 2017，Acemoglu and Restrepo 2018，山縣 2020，聞き取り調査）。

そのため，表からは知識集約型ビジネスサービスも2000年を頂点として2010年にかけてかなり

減少し，その後回復しているものの，2000年水準には及ばないことが読み取れる。デトロイト

の知識集約型ビジネスサービスは，シアトルほど自立して成長し地域の成長を牽引するには至

っていないのである。

2010年以降，米景気回復とともにデトロイトの従業者数は回復しているが，2000年水準には

戻らなかった。全体的にシアトルよりも上層があまり伸びない中で「中程度技能・賃金産業の

縮小により，産業構造高度化がやや進展したということと評価できる。
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（ ２）両地域の就業構造分極化の比較

（ａ）上層優位のシアトルの就業構造分極化

続いて職業統計データを分析し，両地域の就業構造分極化の進展度を検討していこう。なお

職業統計は，連続性があるデータが2000年以降しか存在せず，（ １ ）よりも10年短い20年間に

期間に限定されることに留意しておきたい。職業統計は，（ １ ）の産業別データと比較すると

政府部門と非営利部門を含み，それぞれの産業内に含まれる高技能高賃金，中技能中賃金，低

技能低賃金職業を横断的に分析可能である10）。そのため雇用分極化の進展度をより詳細に分析

可能であるほか，就業者全体に対する技術高度化，グローバル化の影響を，より分かりやすく

検討することできる。

第 ４表により，シアトルのデータを検討していこう。総数が増加（指数 119.8）するなかで，

2000年に24.1％であるところが2020年には33.7％に，絶対数の伸びを示す指数では167.9と大幅

に増加するなど，高技能・高賃金職業のウェイトが大幅に増した。なかでもコンピュータ・数

学（指数 222.0），ビジネス・金融（218.9）の伸びが著しい。ビジネス・金融は管理職業（指

数 168.1）とともに，シリコンバレーなど他のテクノロジー産業地域でも大幅に増加している

が，IT 関連などの技術高度化に伴う研究開発需要により急増しているうえに，多数のテクノ

ロジー企業の本社・研究開発機能の集積地であるためマネージャークラスの需要が急増してい

るためである（山縣 2018a）。

続いて低技能・低賃金職業もウェイトをやや増加させている（2000年30.6％から2020年32.5

％へ）。これは高技能・賃金職業の増加による地域内の個人消費拡大および後述する担い手と

しての移民の存在に支えられていると考えられる（Orrenius and Zavodny 2013）。これに対し

て，中程度技能・中程度賃金職業はウェイトを大幅に減少させている（2000年45.3％から2019

年33.8％へ）が，シアトルの場合，絶対数はほとんど減少していない（指数 98.3）。中核であ

る生産職業が指数で91.2と減少しているが，減少幅が比較的少ないからである。

産業別就業者分析のときと同様に，技術高度化と対中貿易（グローバル化）の影響は全体と

してプラスであると考えられる。コンピュータ・数学，金融ビジネスを筆頭に研究開発など技

術高度化に関わる高技能職業職種が顕著に増加しており，情報業はグローバルに展開し収入を

得ているからである（聞き取り調査）。他方で生産職業は微減にとどまっている。航空機製造

業がグローバル生産展開を行ったものの，規模が拡大し，最終組立中心のシアトルの生産職業

はあまり減少していないからである（聞き取り調査）。

このように職業別就業者分析からも，シアトルでは技術高度化とグローバル化のプラス影響

10）本稿でいう高技能・高賃金職業とは，管理，ビジネス金融，コンピュータ・数学，設計・工学，生
命・自然・社会科学，法律，医療施術・技術，の各職業であり，低技能・低賃金職業とは，医療補助，
食事準備サービス，建物敷地清掃・メンテナンス，個人ケアを指し，中程度賃金・中程度技能職業は
それ以外の職業を指す。基本的に Acemoglu and Autor（2011）の定義に従っている。 
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のもと，高技能職業のウェイト増加が顕著という「上層優位の就業構造分極化」が進んでいる

と考えられるのである。

（ｂ）中層縮小のデトロイトの就業構造分極化

続いて第 ５ 表より，デトロイトのデータを検討していこう。まず職業総数は減少（指数で

第 4表　シアトル統合都市圏の就業構造分極化

職業（職種）

実　数 構成比（％） 年間平均
賃金（ドル）
（2020年）

1990年を
100 と し
た2019年
の指数

2000年 2010年 2020年 2000年 2010年 2020年

管　理 71,350 82,120 119,940 4.4 5.1 6.1 149,120 168.1

ビジネス・金融 79,570 99,240 174,210 4.9 6.2 8.9 91,570 218.9

コンピュータ・数学 78,710 89,660 174,740 4.8 5.6 8.9 127,760 222.0

設計・工学 55,350 51,970 50,900 3.4 3.2 2.6 106,030 92.0

生命・自然・社会科学 20,530 20,150 22,740 1.3 1.3 1.2 85,430 110.8

コミュニティ・社会サービス 22,530 24,310 30,480 1.4 1.5 1.6 56,570 135.3

法　律 15,370 14,200 16,530 0.9 0.9 0.8 113,920 107.5

教育・図書館 79,150 84,680 93,530 4.8 5.3 4.8 65,840 118.2

芸術，デザイン，娯楽，スポーツ，メディア 27,540 27,920 35,100 1.7 1.7 1.8 71,380 127.5

医療施術・技術 72,280 78,350 100,880 4.4 4.9 5.2 102,540 139.6

医療補助 34,070 40,070 73,760 2.1 2.5 3.8 40,190 216.5

保　安 33,330 29,310 36,130 2.0 1.8 1.8 63,080 108.4

食事準備・提供 112,200 133,010 144,820 6.9 8.3 7.4 37,860 129.1

建物敷地清掃・メンテナンス 42,920 42,000 44,500 2.6 2.6 2.3 42,560 103.7

個人ケアサービス 37,700 48,270 38,870 2.3 3.0 2.0 43,670 103.1

販売・関連職業 182,640 171,510 175,150 11.2 10.7 9.0 56,470 95.9

オフィス管理・サポート 285,770 244,640 218,260 17.5 15.3 11.2 50,350 76.4

農業漁業林業 1,440 2,250 1,690 0.1 0.1 0.1 41,820 117.4

建設採掘 79,900 66,550 91,730 4.9 4.2 4.7 71,840 114.8

設置・メンテナンス・修理 69,860 59,790 70,830 4.3 3.7 3.6 64,030 101.4

生　産 107,490 84,980 98,010 6.6 5.3 5.0 52,600 91.2

輸送・資材運搬 123,490 106,050 143,010 7.6 6.6 7.3 52,390 115.8

高技能・高賃金職業・職種合計 393,160 435,690 659,940 24.1 27.2 33.7 NA 167.9

低技能・低賃金職業・職種合計 189,209 215,099 263,099 30.6 32.4 32.5 NA 139.1

中程度技能・賃金職業職種合計 1,050,821 950,221 1,032,771 45.3 40.4 33.8 NA 98.3

全職業 1,633,190 1,601,010 1,955,810 100.0 100.0 100.0 74,330 119.8

（注）NA は賃金総計が公表されていないため，計算不能。
（出所）US Dept. of Labor, BLS（annually）より作成。
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84.7）しており，2000年以降のデトロイトが総職業数で見て停滞あるいは衰退傾向にあること

がわかる。さらに高技能・高賃金職業のウェイトは，2000年には22.7％とシアトルとあまり変

わらなかったところ，2020年には28.3％へ拡大しているものの，シアトルの33.7％よりは大幅

に劣後している。デトロイトの高技能・高賃金職業が指数で105.5と，ほとんど伸びていない

からである。このように2000年以降デトロイトは，シアトルと高技能・高賃金職業（人的資本）

第 5表　デトロイト統合都市圏の就業構造分極化

職業（職種）

実　数 構成比（％） 年間平均
賃金（ドル）
（2020年）

1990年を
100 と し
た2019年
の指数

2000年 2010年 2020年 2000年 2010年 2020年

管　理 96,600 76,840 98,100 4.6 4.6 5.5 128,210 101.6

ビジネス・金融 105,360 90,960 118,520 5.0 5.4 6.7 80,210 112.5

コンピュータ・数学 47,810 47,850 65,700 2.3 2.8 3.7 87,240 137.4

設計・工学 106,460 68,680 77,390 5.1 4.1 4.3 92,660 72.7

生命・自然・社会科学 17,510 7,410 10,740 0.8 0.4 0.6 71,810 61.3

コミュニティ・社会サービス 21,210 29,750 23,560 1.0 1.8 1.3 50,240 111.1

法　律 5,610 13,190 15,870 0.3 0.8 0.9 95,110 282.9

教育・図書館 92,650 87,380 74,100 4.4 5.2 4.2 61,360 80.0

芸術，デザイン，娯楽，スポーツ，メディア 24,550 20,830 20,940 1.2 1.2 1.2 60,190 85.3

医療施術・技術 98,750 106,200 117,940 4.7 6.3 6.6 82,160 119.4

医療補助 51,000 60,300 75,030 2.4 3.6 4.2 31,110 147.1

保　安 47,460 35,770 33,170 2.3 2.1 1.9 48,770 69.9

食事準備・提供 131,250 140,130 126,880 6.2 8.3 7.1 26,880 96.7

建物敷地清掃・メンテナンス 64,730 50,600 45,860 3.1 3.0 2.6 31,320 70.8

個人ケアサービス 50,090 43,750 31,530 2.4 2.6 1.8 31,360 62.9

販売・関連職業 216,950 189,200 170,400 10.3 11.2 9.6 47,900 78.5

オフィス管理・サポート 334,900 269,530 225,470 15.9 16.0 12.7 42,770 67.3

農業漁業林業 860 610 740 0.0 0.0 0.0 34,400 86.0

建設採掘 84,550 42,590 57,630 4.0 2.5 3.2 58,380 68.2

設置・メンテナンス・修理 79,960 59,860 64,640 3.8 3.5 3.6 53,400 80.8

生　産 275,000 139,680 170,250 13.1 8.3 9.6 44,740 61.9

輸送・資材運搬 148,860 105,810 155,130 7.1 6.3 8.7 43,040 104.2

高技能・高賃金職業・職種合計 478,100 411,130 504,260 22.7 24.4 28.3 NA 105.5

低技能・低賃金職業・職種合計 246,999 251,049 247,789 30.7 33.9 32.9 NA 100.3

中程度技能・賃金職業職種合計 1,377,021 1,024,751 1,027,531 46.5 41.7 38.7 NA 74.6

全職業 2,102,120 1,686,930 1,779,580 100.0 100.0 100.0 57,740 84.7

（注）NA は賃金総計が公表されていないため，計算不能。
（出所）US Dept. of Labor, BLS（annually）より作成。
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の面でかなり格差がついているといえる。

そのうえでデトロイトでは，シアトルとは異なり，中程度技能・中程度賃金職業がかなり減

少しており，その結果として高技能・高賃金職業のウェイトがやや増加するという皮肉な結果

となっているのである。中程度技能・賃金職業（代表例は生産職業）のウェイトは2000年46.5

％から2019年38.7％に，指数で74.6まで減少している。これは（ １）で検討したとおり，製造業，

特に自動車産業クラスターの生産職業が被った，技術高度化とグローバル化のマイナスの影響

が大きい（山縣 2020，2021，聞き取り調査）。

他方で，低技能・賃金職業のウェイトもやや増にとどまっている（30.7％から32.9％へ）。絶

対数ではほぼ横ばいである（指数 100.3）。これはデトロイトで高技能・賃金職業があまり増え

なかったこと，中程度技能・賃金職業が急減したことにより，地域内の個人消費がふるわず，

対人サービス業がそれほど伸びなかったことによる（BEA annually）。

デトロイトは，中程度技能・中程度賃金職業が大幅に減少し，高技能・高賃金職業，低技

能・低賃金職業もあまりふえないという，技術高度化とグローバル化のデメリットが主に及ん

だ，停滞あるいは衰退の形で，結果的に雇用分極化が構成比上は進んだという経路をたどった

といえる。

以上，職業職種統計の分析からは，2000年以降，表面的には両地域ともに雇用分極化が進展

しているように見えるが，全体的に成長するなかで中層はほとんど減少せず，さらに上層を増

やした結果，雇用分極化が進んだシアトル，全体的に停滞あるいは衰退するなかで，中層がか

なり減少し，結果的に雇用分極化が進展したデトロイトという異なる運命をたどった二地域と

いう対照的な姿が浮き彫りとなった。

Ⅲ　発展と停滞の二つのアメリカ：異なる社会経済状態への分岐

（ 1）家計所得構成の変化とその比較

本章では「上層優位」と「中層縮小」というシアトル，デトロイト両地域の産業構造高度化，

就業構造分極化の異なるあり方が，二地域に，いかに異なる社会経済状態を生み出したのかを

検討していこう。

まずは第 ４図，第 ５図により両地域の家計の経済状態と方向性を示す家計所得構成とその推

移を検討していこう。Ⅱ（ １）で触れたとおり，両地域は，1990年時点では中程度技能・中程

度賃金産業，製造業のウェイトが大きいという相似した産業別従業者構成を示しており（山縣 

2010，2021），そのためにシアトルのほうが中間上層のウェイトがやや大きいものの，1990年

時点ではともに「中間層家計中心の地域」であったといえる。

しかし第 ４図によると，シアトルの場合，年を経るごとに明確に最上位層比率が増え，2019

年には最上位10万ドル以上層が43.5％と他カテゴリの ３ 倍程度におよぶ最大カテゴリとなって
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いる。これは共働き家計の増加という事情もあるが，Ⅱで分析したシアトルの「上層優位」の

産業構造高度化と雇用分極化の進展を反映したものである。一方デトロイトでも後年になるに

つれて10万ドル以上の階層が28.7％と多くなっているが，2.5～4.9万ドル層も21.5％とやや比率

は下がるもののいぜんとして多いという，1990年時点の旧来型の構造もある程度残す家計所得

分布となっている。

たしかに地域ごとに物価水準は異なるため，単純比較は危険であるし，ここで検討している

のは家計所得なので，共働き家計の増加も影響している。しかし両地域の家計所得構成の推移
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　　　　　　　（出所）US Census of Bureau（1992a）（2002a）（2012）（2020b）より作成。

第 ５図　デトロイトの家計所得構成（1990年～2019年）

　　　　　　　（出所）US Census of Bureau（1992a）（2002a）（2012）（2020b）より作成。

第 4図　シアトルの家計所得構成（1990年～2019年）
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の比較からは，産業構造高度化，就業構造分極化のあり方の相違を反映した，両地域の社会経

済状態の分岐が読み取れる。両地域は産業構造高度化，就業構造分極化の中での「勝ち組」と

「停滞あるいは衰退」地域へと，1990年以降経済条件がかなり異なる地域へ「分極化」したの

である。

（ ２）学歴構成の変化とその比較

続いて両地域の学歴構成も検討していこう。これは両地域の高技能高賃金人的資本の比率と

連動している指標であるとともに11），冒頭に触れた政治的分極化とも密接に関連する要素であ

る。第 ６ 図，第 ７ 図から読み取れる通り，1990年時点でシアトル30.6％，デトロイト18.8％と

シアトルのほうが大卒以上比率は12.2％高かった。これはシアトルには，製造業ではあるが大

学院卒，大卒であり高技能・高賃金人的資本に相当するボーイング社の研究開発エンジニアが

多数住んでいたこと，国際貿易ビジネスに関係する知識集約型ビジネスサービス従業者が多か

ったことなどによる（Markusen et. al. 1991）。

図からは，大卒以上比率の差は2019年にはシアトルの41.3％に対してデトロイトは30.4％と

ほとんど変わっていないものの，シアトルでは高卒比率と大卒比率が2019年には逆転し，大卒

以上が最大のカテゴリになっていることがわかる。さらに2019年時点でシアトルの大学院卒以

上比率は約20％と非常に高く，全米 No. 1 の高技能人的資本比率を誇る地域である（US 

Bureau of the Census 2020b）。

カレッジ卒（日本の専門学校卒に近い）は，1990年時点でデトロイトのほうが比率は高かっ

たが，一部製造業などが事務職などの従業員に，進学プログラム提供を提供していたためであ

る。しかしその後低下しており，これもシアトルと逆転している。

以上からは，高技能高賃金産業・職業主導の産業構造高度化，就業構造分極化の進展により，

シアトルで高学歴（高技能）人的資本化が進展したことが明瞭に読み取れる。高技能人的資本

の「外部性」により地域全体の生産性が向上し，地域全体の所得を向上させる効果があるとす

る研究があることから（Moretti 2013），（ １）でみたシアトルの家計所得上昇が加速された可

能性がある。高技能（高学歴）人的資本の集積は，情報産業などのテクノロジー産業の最重要

集積要因であるがために，情報産業などの成長をさらに加速するという正のフォードバック・

プロセスが働いており（Yamagata 2016，山縣 2018a，聞き取り調査），シアトルに情報業が

11）US Bureau of the Census（1992a）（2002a）（2012）（annually‐b）による。人口センサスおよびア
メリカ・コミュニティ調査によると，高技能・高賃金産業職業は，全体として大卒以上の高学歴が多
く，低技能・低賃金サービス，中程度技能・中程度賃金サービスは高卒以下が多い。この傾向はシア
トル・ワシントン州では，ミシガン州よりも顕著である。シアトルに全米および世界中から大卒以上
の高技能・高賃金産業職業の就業機会を求めて，高学歴人的資本が集まってくるからである（聞き取
り調査）。
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より集積する状況が続いている。情報産業の人的資本は，就業機会が恵まれることに加えて，

高学歴者の比率が高い居住環境の良い都市を好むからである（Florida 2002 and Schultz 2012）。

他方デトロイトでも大卒以上比率が1990年の18.8% から2019年には30.4% に上昇しているが，

高卒比率も2010年にかけて50.3％に上昇し，2019年時点でもあまり低下していない。いぜんと

して最大のカテゴリなのである。かつてよりも激減したとはいえ，いまだ高卒人的資本を好む

製造業に特徴的な旧来型構造が残っていると言えるだろう。このように学歴比率でみても，シ

アトルとデトロイトは，高技能高賃金産業・職業に主導される高学歴地域といまだ製造業中心
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　　　　　　　　　　（出所）US Census Bureau （1992b）（2002b）（annually‐b）より作成。

第 6図　シアトル学歴構成の推移

　　　　　　　　　　（出所）US Census Bureau （1992b）（2002b）（annually‐b）より作成。

第 7図　デトロイト学歴構成の推移
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の性格を残す高卒学歴中心の地域へと，異なる地域へ分極化しつつあることが読み取れるので

ある。

（ ３）両地域の人種構成変動とその比較

最後に，両地域の人種構成と移民第一世代（国際化指標）の推移について検討していこう。

第 ８図，第 ９図から読み取れるとおり，1990年時点ではシアトルの白人比率のほうがかなり高

い（シアトルの86.4％に対してデトロイトは76.0％）。シアトルはスカンジナビア半島出身者が

多く，中継貿易港であったことから，農村部のような保守的な白人中心地域とは性格が異なり，

19世紀以来，移民や多文化主義に寛容な地域であった（G. H. カキウチ先生退官記念会 1990）。

白人比率が高いというデータのみからは，人種的多様性に対する地域の本当の寛容性がわから

ない面がある。デトロイトはデトロイト・ダウンタウンやインナーシティの黒人比率の高さを

反映して，マイノリティ比率（黒人）がもともと高かった（Sugrue 2014）。しかし2019年には

ほぼ同水準（シアトル66.7％対デトロイト65.9％）になっている。両地域ともに白人比率は下

がっているが，主因は第 8図，第 9図にあるとおり「アジア系」の増加である。続いてヒスパ

ニック・ラティーノの増加である12）。しかしその進展度は大いに異なり，シアトルはかなり増

えており（アジア系は6.0% から14.6% へ，ヒスパニック・ラティーノは3.0％から10.4％へ），

デトロイトはあまり増えていない（アジア系は1.3％から4.8％へ，ヒスパニック・ラティーノ

は1.9％から4.6％へ）。デトロイトでは，黒人比率が20% 強でほぼ横ばいである。統計データで

確認できる数値化した人種多様性では，シアトルとデトロイトがほぼ拮抗したことになるが，

上述通りシアトルはもともと移民や多文化主義に寛容な地域であり，さらに人種多様性が増し

たことによりリベラル色が強くなっていると考えるのが自然である。

移民第一世代にあたる，外国人生まれ人口に注目すると，シアトルとデトロイトの変化方向

の違いがよりはっきりする。第１０図によると，1990年には外国生まれ人口比率は，シアトルの

7.9% に対してデトロイトは5.5% であったが，2019年には，それが19.7% 対10.4% となっている。

シアトルは住民の約 2 割が移民第一世代となり，人種的多様化と国際化が進んだ地域としての

性格がはっきりしてきたといえる。先に見たとおり，移民第一世代は，アジア系が中心となっ

ている。これに対してデトロイトは先に見たとおり「白人と黒人」中心の人種構成から，わず

かに多様化が進んだとはいえるものの，シアトルからはかなり劣後する状況である。

このような相違をもたらしたのは，両地域の高技能高賃金産業と職業の増加度の差である。

情報産業は，移民第一世代の雇用比率が高く，アジア系（インド系，中国系）の雇用比率も高

12）ヒスパニック・ラティーノは本来，すべての人種および独自カテゴリに分類されるべきであるが，
1990年から2019年の統計において必ずしも連続性が保障されないと判断し，多少厳密性に問題は生じ
るが，間違いのないように「外数」として集計しグラフ化した。
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（出所）US Census Bureau （1992a）（2002a）（annually‐b）より筆者作成。

第 ８図　シアトルの人種構成比の推移（1990年～2019年）

（注 １ ）2019年は American Community Survey 1 年推計による。
（注 ２ ）ヒスパニック・ラティーノは他人種と重複あり（白人が半分程度）。
（出所）US Census Bureau （1992a）（2002a）（annually‐b）より筆者作成。

第 ９図　デトロイトの人種構成比の推移（1990年～2019年）
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い13）。知識集約型ビジネスサービスも，管理的職業は白人中心であるが人種構成は比較的多様

である（US Bureau of the Census 1992a, 2002a, 2012）。またⅡでも軽く触れたが，宿泊・飲食

などの低技能低賃金産業の成長には，ヒスパニック・ラティーノを中心とした移民は重要な貢

献ファクターとなっている（Orrenius and Zavodny 2013）。低賃金移民の存在なしには成り立

たないのである。シアトルでは，高技能移民が増加，人種多様性や国際性が増し，高所得者が

増加し，地域内の低技能低賃金サービスも成長しようとしていた。そこに労働力として，高技

能移民と同国・同民族の移民が国際的なつながりができたために学生やその他移民の形で入っ

てくるという，人的資本の国際化が急速にすすんだのである（聞き取り調査）。シアトルはも

ともと白人系住民の目立つ，アメリカの地方都市であったところが，地域全体で中国系，イン

ド系移民およびヒスパニック・ラティーノが目立つ，グローバル IT 産業地域に変化したので

ある。

たしかにデトロイトでも5.5％だった外国人生まれ労働力の比率が10.4％にまで増加したが，

13）マイクロソフトや amazon は，世界140カ国以上から従業員を雇用しており，半数強が海外出身者
である（聞き取り調査）。統計データは US Bureau of the Census（1992a）（2002a）（2012）（annually
‐b）。分量オーバーのために，クロス集計表は掲載しなかったが，人口センサスおよびアメリカ・コ
ミュニティ調査によると，高技能高賃金サービス（情報を含む知識集約型ビジネスサービス）は全産
業平均よりもアジア系比率が高く大卒以上学歴者がかなり多い。製造はほぼ平均的であるが，ミシガ
ン州については白人と黒人中心で，高卒および高卒以下が多い。低技能・低賃金サービスは黒人およ
びラティーノ比率が高く，高卒および高卒以下が多い。アジア系は高学歴比率が50％超と非常に高く，
白人，黒人およびラティーノの順にかなり下がる。輸送関係は黒人比率が高く，建設および宿泊・飲
食はラティーノの比率が高いなど，単に技能（学歴）と賃金に還元できない経路依存的な偏りもある
が，要因分解すると，このような産業別，職業別人種構成が，両地域の構造変動を経て，両地域の学
歴，人種構成の差をもたらしていることが確認できる。

（注）2019年は American Community Survey １ 年推計による。
（出所）US Census Bureau（1992a）（2002a）（annually‐b）より作成。

第10図　デトロイト統合都市圏・シアトル統合都市圏の外国生まれ人口数・比率（1990年～2019年）
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特定地域へ集住しており，地域全体の雰囲気はあまり変化したとは言われていない。低賃金サ

ービス業の担い手も，移民ではなく白人若者層や黒人中心のままなのである（US Bureau of 

the Census 1992a, 2002a, 2012）。

Ⅳ　結　論

本稿は，政治的分極化の背景にある地域の経済的基盤と成長方向性の相違，その社会経済的

影響について，シアトル，デトロイトの二地域を対象として，比較研究した。

シアトルは全体として就業者が増加するという成長軌道にあり，情報産業を中核的幹産業と

して，高技能高賃金産業・職業がより拡大するという「上層優位」の形で，産業構造高度化と

就業構造分極化が進展していた。

対してデトロイトは，全体として従業者があまり増加しない停滞あるいは衰退軌道にあり，

中程度技能・賃金産業職業，自動車産業クラスターの従業者比率が大幅に縮小していた。高技

能高賃金産業，職業の従業者増はシアトルより限定的で，低技能低賃金も限定的に増加すると

いう，中間層の減少主導での産業構造高度化，就業構造分極化が進展した。

このような両地域の産業構造高度化，就業構造分極化の進展の相違を反映し，地域の経済社

会状態も変化した。家計所得構成は，1990年時点では中程度技能・賃金産業，特に製造業が地

域の成長主導産業であるという産業別就業者構成を反映して，両地域とも中間層のウェイトが

大きいというある程度似通った構成であったが，2019年までにシアトルは明らかな上層偏位型

に移行し，デトロイトは中間層と低所得層のウェイトもかなり残るという旧来型の性格を残す

ものとなり，異なる道を歩むこととなった。

シアトルが大卒以上中心の高学歴（高技能）人的資本中心の人的資本構成に移行したのに対

して，デトロイトはもともと高卒が中心の旧来型構造を残すものであった。地域の性格が高技

能・高賃金サービス中心に移行したか，製造業，自動車産業中心という性格がいまだ残ってい

るかという点で，分岐したのである。

人種構成は，デトロイトの白人比率はひくかったものの，その後の人種構成多様化は顕著に

進まず，移民第一世代比率も1990年から2019年の約30年間で，少ししか高まらなかった。シア

トルは，白人比率がもともと高かったが，約30年間で移民第一世代比率が7.9％から19.7％に上

昇し，アジア系（インド系を含む）による人種多様性が急速に進展した。なおシアトルはスカ

ンジナビア半島出身者が多く，国際貿易港であったため，人種的多様性や国際性に対する寛容

度がもともと高く，さらにリベラルよりに傾斜したというのが実態である。

情報産業を成長主導産業とした上層偏倚の産業構造高度化・就業構造分極化，高所得層ウェ

イトの顕著な増加，高学歴化，人種多様性と国際化が進んだシアトルは，良好な経済状態を背

景として，より民主党・リベラル支持の要素を強めたと考えられる。地域の成長主導産業であ



立教経済学研究　第75巻　第 3 号　2022年70

る自動産産業クラスターが縮小し，総従業者数が停滞あるいは減少し，中層縮小により結果的

に産業構造高度化・就業構造分極化が進み，高学歴化・人種多様化・国際化があまり進まず，

旧来型人口社会構成が温存されたデトロイトは，民主党・リベラル支持の要素は少なくともあ

まり強まらず，2016年トランプ当選にうかがえるように，停滞的あるいは衰退気味という経済

状態を背景として，いわゆるスイング化に向かった可能性がある。
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